
教員組合週報  2004年 5月 10日発行 

 1/2 

１．《任期制・年俸制問題を考える》第 2回 

「工夫次第でよい任期制ができる」か？ 

任期制をあたかも大学の裁量次第で自

由自在に制度設計できるかのように言うこと

はまったくのまちがいです。労働契約に任

期をつけられるのは，「大学の教員等の任

期に関する法律」（平成 9 年法律第 82 号，

教員任期法）にもとづく場合か，今年 1 月 1

日より施行の改正労働基準法第 14 条（契

約期間等の定め）にもとづく場合か，どちら

かです。大学の工夫次第などと言っても，こ

れらの法律を無視した制度設計ができるわ

けではありません。「私の大学ではうまくやり

ます，悪いようにはしません」と大学当局が

いくら力説したところで，どのような法的根

拠と制約――たとえば，改正労基法第 14

条にもとづくならば特例であっても契約期

間の上限は 5 年と定められています――に

もとづく制度なのかによって，勤務のあり

方・条件は根本的に決まっていきます。 

「独自の，新しいやり方で任期制を設計

する」という発言は，全員任期制の導入とい

う無茶な方針に対する教員の不満・抵抗を

懐柔するレトリックにすぎません。「いろいろ

工夫はするとして，ともかく有期雇用に移行

してみよう」という提案は，「先はわからない

が，とにかく手術してみよう」というに等しい，

あまりにも無責任な主張です。当局の主張

がどのような法制度上の根拠にもとづく労

働契約の提示なのか，私たちはリアルに判

断し追求する必要があります。 

組合が繰り返し主張してきたように，本人

の同意なしに任期付き任用への移行はで

きません。同意の問題は次回以降みていき

ますが，制度根拠も示さぬままに任期制へ

の同意を煽るがごとき当局の発言は，「労働

契約の締結過程で積極的に誤解を招く説

明」（大内伸哉・神戸大学院法学研究科教

授）になりかねないものと警告しておきま

す。 

なお，5月18日（火），法人化移行に当た

っての労働問題に精通しておられる深谷信

夫茨城大学教授（労働法）をお招きし，任

期制，年俸制にテーマをしぼった組合学習

会を開きます。さまざまな疑問点を解消でき

るよい機会ですのでぜひご参加ください。 

 

２．学習会のお知らせ 

『自らの雇用を守るためになすべきこと』 

第三弾 ～任期制と年俸制を考える～ 

組合では，「自らの雇用を守るためにな

すべきこと」をテーマに二回の学習会を開

催してきました。 

今回はその第三弾として，労働法の専門

家で，大学の雇用問題に詳しい深谷先生

をお招きして任期制と年俸制についてお話

いただき，今後わたしたちに何ができるの

か，何をなすべきかを考えます。 
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講師 深谷信夫先生（茨城大学教授） 

日時 5月18日（火） 

午後5時30分から 

場所 小会議室（商文棟5F） 

主催 横浜市立大学教員組合 

 

みなさま，お誘い合わせのうえ，ふるって

ご参加ください。 

貴重な機会ですので，任期制などにつ

いて，最近気になっていることなど，どんど

ん質問してください。 

 

３．声明を公表 

4月27日付けで声明文「3学部カリキュラ

ム保障期間に関する学長・事務局文書に

ついて―学生の権利保障と学内民主主義

を―」1を発表しました。 

 

 

                                                   
1 全文は組合ホームページにて PDF文書で公
開中です。 


